
eラーニングサービス利用規約 

株式会社 FunnyStyle（以下「当社」といいます。）は、以下に定めるeラーニングサービス利用規約（以下

「本規約」といいます。）と、本規約のリンクを掲載する当社ウェブサイト等に別途定める条件（以下「その他の

条件」といいます。）に基づき、当社とサービス利用契約（以下「利用契約」といいます。）を締結した者（以下

「契約者」といいます。）に対して、その他の条件で定める内容の研修サービス（以下「本サービス」といいま

す。）を提供します。 

第１条（利用契約の成立及び解約） 

利用契約は、本サービスの利用申込者が、本規約及びその他の条件の内容を承諾した上で、当社のウェブサイ

ト上の申込みフォームに必要事項を入力して当社に送信し、当社がこれに対して承諾の意思を発したときに成立

するものとします。 

当社は申込みを受信した時点で、利用申込者が本規約及びその他の条件の内容を承諾しているものとみなしま

す。 また本サービスの提供開始日時については、当社及び契約者にて協議のうえ研修日時計画書（カリキュラ

ム）の発行をもって決定するものとします。

前項の定めにかかわらず、次の各号の一に該当する場合には、当社は前項の申込みを承諾しないことができ、

また、利用契約を解除することができます。なお、当社が次の各号の理由により承諾をしない又は利用契約を解

除したことにより利用申込者又は契約者に生じた損害について、当社は一切の責任を負わないものとします。 

① 利用申込者又は契約者が当社所定の申込み手続きに従わない場合

② 利用申込者又は契約者が過去に当社との契約に違反した事実がある場合

③ 利用申込者又は契約者が、暴力団を始めとする反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という）である又は反

社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると当社が判断した場合 

④ その他当社が不適当と判断した場合

第２条（利用料金及び支払方法） 

契約者が本サービスの利用の対価として当社に支払うべき受講料その他の料金（以下「利用料金」といいます。）

及びその支払方法は、本規約又はその他の条件に別途定めるものとします。 

前項の対価の支払いにかかる消費税相当額及び振込手数料は契約者の負担とします。 

第 3 条（中止） 

本サービスの各利用申込者（利用申込者が法人の場合は、本サービスを受講する予定の利用申込者の従業員）

の合計人数がその他の条件に定める人数に満たない場合、当社は、本サービスを中止、又は本サービスの開催日

程を変更できるものとします。 

第 4 条（キャンセル料） 

当社は、契約者が、契約者の都合により、利用契約成立後に本サービスの利用をキャンセルする場合には、次

の各号に定めるキャンセル料を申し受けます。なお、契約者の代理として第三者が本サービスを受講することは

できないものとします。 

⑴ 本サービス提供日の６営業日前までのキャンセル キャンセル料なし

⑵ 本サービス提供日の５営業日前から前日までのキャンセル 利用料金の５０％

⑶ 本サービス提供日当日のキャンセル 利用料金の１００％ 



第 5 条 （再委託） 

当社は、本サービスの提供に関して必要な業務の全部又は一部を、第三者に再委託することができるものとし

ます。この場合、当社は当該第三者（以下｢再委託先｣という。）に対し、当社が契約者に対して負うべき本規約所

定の義務と同等の義務を負わせるものとします。なお、当社が再委託を行った場合でも、当社は本規約に基づく

履行義務を免れることはできないものとします。 

第 6 条（禁止事項） 

契約者は、本サービスの利用にあたり、以下の各号のいずれかに該当する行為又は該当すると当社が判断する

行為をしてはなりません。 

(1) 第１条第１項に従い届け出た内容に反して本サービスを利用すること。

(2) 本規約及びその他の条件に別途定めがある場合を除き、本サービスに関する当社及び本サービスの契約者

以外の利用者（以下「利用者」といいます）を含む第三者の有する著作権、商標権、肖像権、プライバシーに関

する権利その他一切の権利を侵害し又は侵害するおそれのある行為をすること 

(3) 当社による本サービスの提供又は利用者による本サービスの利用を妨害し又は妨害するおそれのある行為

をすること 

(4) 本サービスを通じ、以下に該当し又は該当すると当社が判断する情報を当社又は利用者に送信すること

・過度に暴力的、残虐又は猥褻な表現を含む情報

・差別、自殺、自傷行為又は薬物の不適切な利用を助長する表現を含む情報

・反社会的な表現その他他人に過度な不快感を与える表現を含む情報

・コンピューター・ウィルスその他の有害なコンピューター・プログラムを含む情報

(5) 当社又は第三者に対し宗教、政治結社、マルチ商法等の勧誘又は交際を目的とする行為をすること

(6) 本サービスで利用するネットワーク又はシステム等に過度な負荷をかけること

(7) ソフトウェアを介すること等により、又は、第三者が提供するウェブサイトを介すること等により、本サー

ビスを録画又はダウンロード等をすること 

(8) 当社又は第三者を誹謗中傷し又は名誉若しくは信用を傷つける行為をすること

(9) 当社又は第三者に不利益を与える行為をすること

(10) 公序良俗に反する行為をすること

(11) 法令に違反し又は違反するおそれのある行為をすること

第 7 条（知的財産権） 

契約者は、利用契約に基づいて本サービスを利用することができるものであり、本サービスに関する知的財産

権及びその他の権利を取得するものではないことを確認します。当該知的財産権及びその他の権利は、当社及び

当社への権利許諾者に帰属するものとし、契約者は当社及び当社への権利許諾者の知的財産権に関する権利表示

及び説明を変更してはならないものとします。 

当社は、その他の条件で別途定めがある場合を除き、本サービスで使用又は配布する資料、コンテンツ及びソ

フトウェアについて、本サービスの利用並びに本サービスで得た情報等の自己使用及び社内報告に必要な範囲で

の使用に限り、契約者（契約者が法人の場合は、本サービスを受講する契約者の従業員に限る）に対し非独占的、

譲渡不能な使用権を許諾します。 

契約者は本サービスにおける契約者の言動、行動、活動、投稿、発言、アンケートの回答および発信等につい

て、当社に対し、世界的、非独占的、無償、サブライセンス可能かつ譲渡可能な使用、複製、配布、派生著作物

の作成、表示及び実行に関するライセンスを許諾します。 

第 8 条（録音録画） 



契約者は、当社が本サービスをオンラインで提供する場合、当社が本サービスに関する音声及び映像について

録音又は録画することがあることを認識し、これに同意するものとします。 

契約者は、前項の録音又は録画により生成された録音データ及び録画データについて、当社は以下の目的で利

用することがあることを認識し、これに同意するものとします。なお、録音データ又は録画データを第三者に提

供又は公開する場合には、個人が特定できない形式にこれを加工したうえで行うものとします。 

(1) 本サービスを含む当社の研修サービス等の修正及び改善

(2) 本サービスを含む当社の研修サービス等での資料としての使用

(3) 利用者（本サービスを利用できなかった利用者を含む）への提供

(4) 本サービスを含む当社の研修サービス等での営業活動目的での当社顧客への提供

(5) 本サービスを含む当社の研修サービス等のプロモーション活動目的での当社ウェブサイトへの掲載

(6) 当社の新製品又は新サービスの開発・検証目的での社内分析

第 9 条 （損害賠償） 

契約者及び当社は、本規約若しくは利用契約に故意又は過失により違反し、これによって相手方に損害を生じ

させた場合には、相手方に対し、損害賠償責任を負担するものとします。但し、本規約に別途定めのある場合は、

この限りではありません。 

第 10 条（損害賠償責任の制限） 

当社が、契約者に対し、本規約及び利用契約に起因又は関連して負担すべき損害賠償責任の範囲は、契約責任

（債務不履行責任その他一切の責任を含む）、不当利得責任、不法行為責任を含め、その請求原因を問わず、当社

の責に帰すべき事由により、直接かつ通常の結果として契約者が現実に被った損害に限られ、逸失利益を含まな

いものとします。 

前項の損害賠償の額は、損害発生の直接の原因となった本サービスにかかる利用料金を上限とします。 

契約者は、損害の発生原因が生じた日から１年以内に前項の損害賠償の請求を行わない場合、その請求権を行使

することはできないものとします。 

第 11 条（保証及び免責） 

当社は、本サービスにおいて提供される情報の最新性、確実性、有効性、及び有用性、並びに当該情報の利用

の結果について保証するものではありません。 

当社は、本サービスの提供にあたり相当の安全策を講じるものの、本サービスの中断、停止、終了、利用不能

もしくは変更、投稿情報その他のデータの削除もしくは消失、利用登録の抹消について、責任を一切負わないも

のとします。 

契約者は、本サービスにおいて、自らの判断と責任の下、言動、行動、活動、投稿、発言および発信等を行う

ものとし、本サービスに関連して契約者と第三者との間で生じた取引、連絡および紛争等については、当社は一

切責任を負わないものとします。 

契約者は本サービスをオンラインで利用するにあたり、自己の費用と責任で本サービスを利用するために必要

となるパソコン、スマートフォン等の端末、インターネット回線、ヘッドホンセット、Web カメラ、ソフトウェ

アのインストールその他の設備を用意するものとします。

契約者のインターネット回線の状況、パソコン環境、その他予期せぬ理由により、本サービスの中断、速度低

下、障害、停止もしくは利用不能、または中止等の事態等が発生した場合も、これによって契約者に生じた損害

について当社は一切責任を負わないものとします。 

当社は、第 9 条に定める場合を除き、本サービスに関して一切の責任を負わないものとします。 



第 12 条（個人情報） 

当社は、個人情報の保護に関する法律（本条において、「法」という。）に定める個人情報のうち、次の各号に

定める情報（以下「個人情報」という。）を第三者に開示又は漏洩してはならず、必要な管理措置を講ずるものと

します。 

⑴ 本サービスの提供に際して契約者又は本サービスを受講する契約者の従業員より取扱いを委託された個人

データ（法に規定する個人データをいう。以下同じ。） 

⑵ 本サービスの提供のため、契約者と当社の間で個人データと同等の安全管理措置

当社は、個人情報について、以下の目的の範囲でのみ使用し、以下の各号の目的の範囲を超える使用、複製又

は改変が必要なときは、事前に契約者から書面による承諾を受けるものとします。 

(1) 本サービスの提供

(2) 本サービスを含む当社の研修サービス等の修正及び改善

(3) 当社の新製品又は新サービスの開発・検証目的での社内分析

(4) 当社に関連するサービス、製品、セミナー及びイベント等に関するご連絡

(5) 本サービスに関するアンケートにおいて、個別に同意を得た目的

当社は、第 5 条に基づく再委託先に対して契約者より委託を受けた個人情報の取扱いを再委託することができ

るものとします。この場合、当社は、自己の責任において、再委託先に対して利用契約に基づき当社が負担する

義務と同等の義務を課すとともに、必要かつ適切な監督を行わなければならないものとします。 

第 13 条（契約者の責任） 

契約者が法人の場合、契約者は、本サービスを受講する契約者の従業員に対して、利用契約に基づき契約者が

負担する義務と同等の義務を課すとともに、当該従業員の行為について自己の行為として責任を負うものとしま

す。 

第 14 条（不可抗力） 

天災地変、戦争、暴動、内乱、テロリズム、重大な疫病、その他の不可抗力、法令の制定・改廃・公権力によ

る命令・処分、争議行為、輸送機関・通信回線等の事故、その他当社の責に帰することができない事由による本

サービスの全部又は一部の履行遅滞又は履行不能について、当社は責任を負わないものとします。

第 15 条（分離） 

本規約のいずれかの条項又はその一部が、消費者契約法その他の法令等により無効または執行不能と判断され

た場合であっても、本契約の残りの規定及び一部が無効又は執行不能と判断された既定の残りの部分は、継続し

て完全に効力を有するものとします。 

第 16 条 （準拠法） 

本規約及び本サービスの利用契約の成立、効力、履行及び解釈に関する準拠法は、日本法とします。 

令和４年 4 月 1 日一部改訂 


